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「経済成長」下における地域政策の消極的不活動期（１９５１～５７年）

地域政策再強化への過渡期（１９５８～６２年）

「英国病」下における地域政策の新段階と積極的展開（１９６３～７５年）

国際収支危機下における地域政策の調整的後退（１９７６～７８年）

サッ チャー政権下における地域政策の段階的縮小と変質（１９７９年～）

○　イギリスの地域問題と地域政策

　１９３０年代大不況に端を発するイギリスの地域政策（Ｒｅｇ１０ｎａ１ＰＯ１１ｃｙ）は既に

半世紀以上の歴史をもち，経済学と地理学（特に経済地理学）の重要な研究対象

の一つとな ってきた。イギリスにおける地域政策は，さしあたり ，いわゆる経

済厚生水準の地域間格差の構造的存在という地域問題の解決（地域問厚生再分

配），したがってまた地域間の均衡的発展を主目的とし，それを労働者の居住

地域における就業機会の創造（資本の地域間移動）または就業機会の存在する地

域への労働者の移動（労働者の地域間移動）という代替的ないし補完的な方法を

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５６）
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通じて達成しようとする諸手段（政策措置）から構成され，国民経済全体を包

摂する ヨリ広範でしかも包括的な経済政策の重要な一部であると規定できる ，

　　　　１）
と思われる 。

　地域問題としての厚生水準の地域問格差は何よりもまず一人当たり所得水準

の格差として，それはまた労働力需要の地域間格差として，かくしてそれは失

業率の地域間格差に還元されて把握されてきた。地域間失業率の大きな構造的

格差の存在こそイギリス地域問題の原点であり ，それは地域間における圧倒的

に産業構造の相違（高失業地域の構造的比較劣位）に起因し，それに コミュニ

ケーショ１／ ・コストと一括される産業立地上の優劣（「外部不経済 ・内部不経済」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
とも概念化しうる高失業地域の立地的比較劣位）が重畳する，と指摘されてきた 。

　か二る現代イギリスの地域問題は独特の歴史的経緯で形成されてきた。周知

のように，１７世紀の２つの市民革命を経て資本の自生的な発展を通じて１７６０年

～１８３０年に世界最初の産業革命を達成しえたイギリスの１９世紀の産業立地は北

部・ 西部（広義の北部）におげる石炭を筆頭とするエネルギ ー・ 工業原料など

の国内資源近接優位を軸に展開された。北部の各地域にイギリスで基礎産業

（ｂ・・１・ｍｄｕ・ｔ・１・・）と口乎はれる石炭，鉄鋼，造船，繊維及ぴそれらの関連機械工

業がそれぞれ強い特化傾向と内部的凝集性をもっ て立地され，同時に，それら

は輸出依存型産業として編成された。これらの基礎産業は，第１次世界大戦を

前後して国際競争力を失って衰退産業に転落し，今日までのイギリスの長期的

衰退の最も重要な因果要因を構成する。他方，２０世紀の耐久消費財を中心とし

た新産業は国内市場近接優位で立地され，人口の凝集する ロソドソを始めとす

る南部を中心として展開されてきた。かくして，１９２０年代以降今日まで，産業

的繁栄の南部と産業的衰退の北部という対称的構図かイキリス地域問題の軸心

　　　　　　　　　　　３）
を形成してきたのである 。

　扱て，地域政策はいわは大衆民主主義を政治制度とするイギリス杜会か許容

しえない厚生水準の地域間格差に対する政治的杜会的圧力によっ て成立したの

であるが，こうした圧力の中央政府による受容の仕方によっ てその政策目的の

内容と達成手段の選択並びに組合わせに変化が生じ，全国 レベルの経済政策と

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５７）
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の整合性問題を生じさせてきた。すなわち，空間的に地域 レヘルに照準を当て

た地域政策と全国 レベルの経済政策，特に産業政策との整合性問題こそ地域政
　　　　　　　　　４）
策のアキレス腱である。こうした問題は，一方でいわゆる「英国病」と口乎ばれ

るイギリス経済の国際的地位の相対的衰退が明確に意識され，他方で地域政策

の範囲と規模が急速に拡大した１９６０年代に多くの論議を呼ぴ起こし地域経済学

と地域政策が本格的に研究され始める契機とな ったのである 。

　したがって，地域政策は，経済的杜会的さらに空間的な構造要因から構成さ

れる地域構造の改善という長期的目的をもつものである。それゆえ，理論的に

は， 短・ 中期的に失業水準が杜会的許容水準以下（政策目的としてのいわゆる

「完全雇用」水準）に留まっ ていたとしても ，構造的格差要因が解決されていな

い限り地域政策は首尾一貫して推進されるへきものである。むしろ相対的に経

済成長率が高く全国的失業率が低い経済環境の条件下こそ資本の地域間移動を

誘導しやすく ，地域政策のパフォーマンスは高くなるという経済論理が留意さ

れるべきであろう 。

　ところが，実際には，地域政策は構造的 ・立地的劣位にある地域の失業率が

杜会的許容水準を現に越えたか，その虞れがあると中央政府が判断した時（不

況期及び停滞期）に積極的に推進された。しかも，地域政策と全国的経済政策

との整合性問題は各種の政府審議会の白書なとで指摘されてきたにも拘らず歴

代政府によって事実上不問に付された。しかし，サッ チャー政権は，まさにこ

の不問に付された問題に関わって従来の地域政策は自由市場原理に低触し国民

経済全体の効率向上に合致せず（不整合認識），また「企業文化（企業家精神）の

発揚」に対立する「依存＝給付文化」に立脚する政策の一環と断定し，地域政

策は段階的に縮小され１９８８年には遂に換骨奪胎され変質さ蛙られたのである
。

そして，今や，「繁栄する南部」と「衰退する北部」の固定化と政治的経済的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
杜会的分断という事態が指摘されるに至っているのである 。

　ところで，地域問題や地域政策を論じる場合には，“地域”という地理的空

間の概念規定が必要であろう 。イギリスでは政府省庁の様々な行政目的に関わ

って少なくとも１ダースの異なる地域区分システムが存在する，といわれる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５８）
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しかしこ二ては，　般的な経済分析のために空間領域を限定する地域区分の基

準が何であるかが問題である。この点に関して，伝統的に，二つの勝れて対照

的な経済的区分原理か存在する。第１のそれは内部的同質性（ｍｔ・ｍ・ｌ

ｈＯｍ・ｇ・ｎ・ｉｔｙ）を基準とし，第２は空間的な中心地性 ＝結節点性（ｎ・ｄ・１ｉｔｙ）ない

し分極化（ｐｏ１・・ｉ・・ｄ）を基準とするものである。内部的同質性基準は産業構

造・ 失業率 ・人口の経済活動率 ・一人当り所得 ・人口の純流出入や平均人口 密

度等の指標ての経済的類似性を意味するが，これらの指標に共通の空間区分を

行なうのは不可能である。中心地性基準は，経済活動の中心地（通常，大都市）

を核として購買行動，専門的 ・対事業所サーヒス等の影響力か後背地に及ぶ最

大範囲を包摂する相対的な内部的自足性ないし補完性を有する空間区分てあり ，

経済地理学者が大都市地域（ ‘・ｉｔｙ・・ｇｉ・ｎ’）と概念化しているものを含んでいる 。

　イギリ刈こおける地域政策の標準地域区分はこのいずれかの基準によっ て行

なわれているとは到底言い難い。南東地域と西ミヅトラ■スは単独の集合都市

（グレータ ・ロンドソ及びバーミソガム）を有する都市地域であるが，その他のイ

ングラソド諸地域は複数の都市中心地をもち地域区分はかなり恋意的である 。

ウェールズとスコットランドは歴史的起源によっ て区分され，北アイルラノド
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
は海峡と国境で線引きされているにすぎない。しかし，われわれは，統計分析

上， こうした標準地域区分を使用せざるを得ない 。

　本稿は，か上るイギリス地域政策の形成期から今日（１９８０年代末）までの展

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
開過程：段階と特質を鳥圓敢しようとするものである。そのために作成したのが

表Ｉ－１である 。

　　１）Ｄ　Ｍａｃ１ｅｍａｎ ＆Ｊ　Ｐａｒｒ（ｅｄｓ）（１９７９），Ｒ卿ｏ舳Ｚ　Ｐｏ伽ツｐ鮒Ｅ工声舳鮒“〃

　　　Ｎ舳Ｄ加６伽 〃， Ｍ航ｉｎ　Ｒｏｂｅｒｔｓｏｎ，Ｐ．１；Ｈ．Ａｍｓｔｒｏｎｇ＆Ｊ．Ｔ
ａｙｌｏｒ（１９８５），伽

　　　ｇｚｏ舳Ｚ亙６０〃ｏ伽６３ 匂ＰｏＺ２６ツ，Ｐｈ
ｌ１１ｐ　Ａｌ１ａｎ　ｐ１６９

　　２）Ｇ．ＭｃＣｒｏｎｅ（１９６９），Ｒ３ｇゴｏ舳げｏ〃ｃツ加〃〃ｏ加，Ｇ．Ａ１１ｅｎ ＆Ｕｎｗｉｎ，ｃｈａｐ　ＶＩＩ

　　３）ＭｃＣｒｏｎｅ，砂．６北， ＰＰ．１３－２２；Ｃ．Ｈ．Ｌｅｅ（１９７１），Ｒ妙ｏ舳Ｚ　Ｅ６０〃ｏ加６ Ｇブｏ〃之パ〃

　　　伽び〃伽４Ｋ加９４ｏ舳 曲６３ 伽１８８０，ＭｃＧｒａｗ－Ｈｉ１１；Ａ
．Ｊ．Ｂｒｏｗｎ（１９７２），丁加

　　　ア閉閉３ｚリｏ紬げＲ３ｇｚｏ舳Ｚ亙６０〃ｏ伽６５閉ｚ加び刎〃４Ｋ閉ｇ６ｏ刎（Ｔｈｅ　
Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｉｎ

　　　
ｓｔ１ｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｅｃｏｎｏｍｌｃ ＆Ｓｏｃ１ａ１Ｓｔｕｄ１ｅｓ　ＸＸＶＩＩ）

，

　　　Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ ＵｍｖＰｒｅｓｓ，ｃｈａｐＩ ，ＣＭＬａｗ（１９８０），Ｂ舳曲Ｒ６９７０舳ＺＤ６〃ｏ介

　　　　　　　　　　　　　　　　（７５９）
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　　舳刎８肌３ Ｗ；ｏ

〃Ｗか１，Ｍ
ｅｔｈｕｅｎ，ｐｐ１３－１５ ，Ｍ　Ｍａｒｓｈａ１１（１９８７），Ｌｏ〃ｇ

　　Ｗ；ｏ閉げＲ６ｇｌｏ舳Ｚ　Ｄ舳３Ｚｏク舳〃，Ｍ
ａｃｍ１１１ａｎ　ｃｈａｐｓ ４， ５＆７　以下の叙述にお

　　いて，広義の北部（標準地域としてのヨークシャ ・ハンバー サイド，北西部，北

　　部，ウェールズ，スコットラノド）及び南部（同，南東部，南西部，イースト ・

　　 アングリア，東西ミッドラソズ）には括弧を付けて表示することにする 。

　４）経済政策，特に労働生産性基準 ・動態的効率基準等に基づき設定された最適産

　　業構造という政策目標に向かって所与の産業構造を産業問の資源配分の変更等に

　　よっ て誘導 ・転換させようとする経済効率基準の産業（構造）政策と杜会的公正

　　基準から地域間厚生格差の縮小を重視する地域政策とが相互補完的関係にあるの

　　か，対止的関係（トレート　オフ）にあるのか，か絶えず問われ地域政策をめく

　　る争点を形成してきたのである。本稿で論じるように，筆者の地域政策について

　　の最も重要な関心の一つもこ二にある。ところで，地域政策はしぱしぱ地域経済

　　政策とか地域開発政策とも表現されるが，地域政策の基本的目的に照らせぱ単な

　　る経済政策の地域版でもなけれぱ通常の産業政策ないし国土開発政策の一環とし

　　ての地域開発政策でもないので，地域政策という表現が適切である，と思われる 。

　　　 この国のイギリス地域政策の研究史においても ，地域政策の概念規定は必ずし

　　も一致しない。草分的存在である川島教授の雇用政策に埋没した産業立地政策な

　　いし「経済成長のもたらす地域的矛盾の除去や緩和を目的とする一種の修正資本

　　主義的政策，福祉政策的色彩の強い政策」という見解と福祉政策的政策を肯定さ

　　れつ二 成長政策の併存を指摘する古賀教授の見解がある。（川島哲郎「イギリス

　　産業立地政策について」（１）（２）ｒ経済学雑誌』第５４巻第５号，１９６６年５月 ，同 ，

　　第５５巻第２号，１９６６年８月；同「現代世界の地域政策」，川島 ・鴨澤巖編『現代

　　の地域政策』大明堂，１９８８年；古賀正則「イギリス地域政策の変遷」，吉岡健

　　次　山崎春成編幌代大都市の構造』東京大学出版会，１９７８年）

　　　筆者にはいずれの見解も示唆に富んでいると思われるが，両者の見解は対立的

　　というよりはむしろ強調点の違いのように思われる。地域政策の性格規定をめぐ

　　る最も重要な論点は次の点にあるように思われる。地域政策の直接的目的は地域

　　間失業率の構造的格差を生みだす地域産業の構造的立地的劣位を解消する点にあ

　　り ，その限りでは現代資本主義における経済政策の主要目的の一つである完全雇

　　用政策の地域版ではある。だが問題は，地域政策が産業政策（産業構造政策及び

　　産業立地政策）の達成手段を利用している点にあり ，それが本来の産業政策の一

　　環を構成するのであれぱ国民経済全体に関わる経済成長政策とも補完しあい，同

　　時に完全雇用政策とも補完（整合）しあう関係になるはずである。だが，か上る

　　問題こそイギリス地域政策をめぐり理論的実証的に十分解明されていない最大の

　　論点なのである 。

　　　本稿では紙幅の制約で，この国におけるイギリス地域政策の研究史を批判的検

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６０）
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　討する余裕がない。別稿で行なう予定であるが，本稿執筆に当り参照した主要文

　献（前記を除く）のみを掲示しておきたい。下総薫『イギリスの大規模 ニュータ

　ウン： 地域振興と都市計画』東大出版会，１９７５年 ；辻悟一「イギリスにおける工

　業立地規制について」（上）（下），『松山商大論集』第２９巻第２号，１９７６年６月
，

　第２９巻第３号，１９７６年８月；同，「イギリスにおける地域問題と地域政策」同 ，

　第２９巻第６号，１９７７年２月；同，ｒ経済的衰退の地理学」『経済学雑誌』第８３巻第

　４ ・５巻，１９８３年１月；同，ｒ１９７０年代のイギリスの地域政策」同，第８５巻第１巻
，

　１９８４年５月；同，「イギリスの地域政策」川島 ・鴨澤，前掲編書 ；山名伸作「イギ

　リス地域政策の動向」『経営研究』（大阪市大）第２７巻第２号，１９７６年７月； 小森

　星児「英国における工業立地規制の転換」『都市問題研究』第３４巻第３号 ，１９７７

　年３月 ；百瀬恵夫ｒイギリスの工業団地」『政経論叢』（明大）第４７巻第５ ・６号
，

　１９７９年１月 ；清水修二ｒイギリスにおける地域政策と地方財政」『経済論叢』第

　１２５巻第６号，１９８０年６月； 村田喜代治ｒイギリス 地域政策の変遷（１）」『経済学

　論纂』（中大）第２３巻第２ ，３合併号，１９８２年３月 ；同，「イギリス地域政策の背

　景と初期の施策」『経済学論纂』第２３巻第６号 ，１９８３年１１月； 成田孝三ｒエンタ

　フライスノーノの性格と問題点」『季刊経済研究』Ｖｏ１６，Ｎｏ３，ＷＩＮＴＥＲ１９８３ ，

　同，ｒ英国エノタフライスノーノの中間時占評価」同，ＷＩＮＴＥＲ１９８７ ，山本健

　児「イギリスの地域問題とサ ッチャー 政権」，川上忠雄 ・増田寿男編『新保守主

　義の経済杜会政策』法政大学出版会，１９８９年 。
５）　 ｃｆ．Ｊ．Ｌｅｗｉｓ ＆Ａ．Ｔｏｗｎｓｅｎｄ（ｅｄ ｓ．）（１９８９），丁加Ｎｏｒ〃一８ｏ〃乃Ｄ～〃ピＲ６虫ｏル
　ｏＺ　Ｃ加昭３閉Ｂブ吻閉１〃加１９８０工Ｐａｕ１Ｃｈａｐｍａｎ ，Ｄ　Ｓｍ１ｔｈ（１９８９），Ｎｏｒ〃伽４

　８ｏ〃ゐ 二Ｂ〃〃＾Ｅ６０〃ｏ舳た，８０６わＺ舳６戸ｏ〃たｏＺ　Ｄん〃¢Ｐｅｎｇｕｉｎ　Ｂｏｏｋｓ；Ｐ．Ｎ

　Ｂａ１ｃｈｉｎ（１９９０），Ｒ６ｇゴｏ〃ｏＺ　Ｐｏ〃６ツ加Ｂブ〃ｏ加 ｊ　Ｔゐ６ Ｎｏｒ〃一８ｏ〃乃Ｄ〃〃６， Ｐａｕ１

　Ｃｈａｐｍａｎ

６）　Ｂｒｏｗｎ，ｏ〃〃
，ＰＰ２７－３７ ，Ｌａｗ，ｏク〃

，ＰＰ２５－３１ ，Ｇ　Ｈａ１１ｅｔｔ，Ｐ　Ｒａｎｄａ１１＆Ｅ

Ｇ． Ｗｅｓｔ（１９７３），Ｒ６ｇゴｏ舳Ｚ　Ｐｏ幻ハｏブ 加６ブ９（ＩＥＡ
　Ｒｅａｄｉｎｇｓ１１）

，ＰＰ
．３－５．地域

　という地理的空間の概念規定たいし区分基準と関連して本稿で使用するその他の

　空間区分用語について言及しておきたい。一般的には，地理的空間の相対的な大

　小を構成する用語は日本語でも英語でも実に暖昧である。しかし，イギリス地域

　政策行政で使用される用語には空間の相対的大小関係がほ二 明確にな っていると

　思われるので，日本語との対応関係を示しておきたい。地域（ｒｅｇｉＯｎ）［〉区域

　（ａｒｅａ）→地区（ｄｌｓｔｒ１ｃｔ）地帯（ｚｏｎｅ）のクルーフてある。本稿では原則とし

　てか上 る用語法を使用するが，これはあくまで相対的便宜的なものであり ，必要

　に応じて適切な用語を選択し使用する。地域分析一般では，ａｒｅａ　ｓｔｕｄｙを地域研

　究と表現するように，英語の語彙自体が多義的である。これとは別個に，地方行

　政二層区分として州（ｃｏｕｎｔｙ）及び郡（ｄｉｓｔｒｉｃｔ）があり ，郡を構成するのがシ

　　　　　　　　　　　　　　　（７６１）
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　　ティ（ｃｉｔｙ） ・ボ ロー（ｂｏｒｏｕｇｈ）＝バラ（ｂ岨ｇｈ） ・居住区（ｖｉｌ１ａｇｅ）そして村

　　（ｈａｍ１ｅｔ）であり ，さらに中央（政府）に対する地方（１ｏｃａ１），中央（首都）に

　　対する地方（Ｐｒｏｖｉｎｃｅ），都市（ｔｏｗｎ）と農村（ｃｏｍ血ｙ） ・田園（ｃｏｕｎｔｙｓｉｄｅ）

　　がある 。

Ｉ　地域政策の形成期（１９３４～３８年）

　世紀転換期に，イギリスは工業生産でアメリカ ，トイ川こ追い抜かれ，第１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
次世界大戦前に相対的衰退の兆候を示していた。そして，第１次世界大戦で疲

弊した基礎的経済条件（対外資産取崩し　対米債務国内イノフレ）の下で ，１９２５

年４月 ，イギリス政府は１ポンド：４．８６ドルという戦前 レートで金本位制に復

帰した。このレートは購買力平価で１０～１４％の過大評価であり ，対ドル ・レー

トを切下げた爾余の諸国の通貨バスケットとは１９２５年時点で２０～２５％，１９２９年

時点で１５～２０％の過大評価てあ った。か二る大英帝国（ロノトノ＝ノティ）の栄

光のためのポンドの金本位制復帰によっ て鉱工業の輸出競争力と雇用が犠牲に

され，かくして余儀なくされたテフレ政策の下で１９２６年炭鉱セ不ストを惹起し

た。１９２０年代のイギリス経済は好況感を全く経験せず，１９２１～２９年の失業率は

９． ７％～１７．Ｏ％（平均１２．０％）の高水準で推移した。同時に止目すべきは，基礎

（旧型基軸）産業の失業率は，国際的に好況期であ った１９２４～２９年でさえ，６カ

年平均で，石炭 ＝１４．７％，造船 ＝３０．５％，鉄鋼 ：２４．９％，綿 ：１４．０％，羊毛 ＝

１３．５％であ った。それに加えて重大なのは，在来重工業が集中的に立地され新

産業立地に乏しい「北部」諸地域の失業率であった。１９２４～２９年平均で，北東

部＝１４３％，スコヅトラソト：１３１％，ウェールス＝１７５％に対して，南東部
　　　　　　　　　　８）
は５．８％にすぎなかった 。

　こうした事情に加え，労働党の議会への大量進出や普通選挙権の確立なと大
　　　　　　　　　　　　　　　９）
衆民主主義の制度的条件の成立過程にあ った１９２０年代半は以降，失業と産業の

将来に関する政策論議か総選挙の争点になる中で，構造的失業者の帝国内移民

を奨励する一方で１９２８年に国内雇用対策の一環として労働省の下に設置された

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６２）
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表Ｉ－１イギリス地域政策の関連立法および関連措置
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期
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時
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期

第

次
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開
期
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退
期

消極的
不活動
期

積
極
的
展
開

の

移
行
期

年次

１９２８

１９３４

１９３６

１９３７

１９３９

１９４０

１９４０

１９４４

１９４５

１９４５

１９４６

１９４７

１９４８

１９５０

１９５１

１９５１

１９５７

１９５８

１９６０

１９６２

地域政策の関連立法，関連措置及び関連事項

労働移動局設置 ：労働者移動助成制度及び若年者移動助成制度／失業移動申請者へ
少額の補助金 ・融資助成

「特別区築（開発 ・整備）法」 ・サウス ・ウェールズ，スコットランド，北東部及
び西カソハーランドに４特別ヒ域を指定。２名の特別区域 コミッシヨ ナー を任命
（限定された融資 ・援助権限）。 国家資金による産業団地の建設／当初年間資金２００
万ポソド

「特別区域再建（修正）法」 ：特別区域における民間小企業の創業資金の政策融資
（ＳＡＲＡ）を実施

「特別区域（修正）法」 ：コミッショナー権限の拡大，特別区域での法人税 ・国営
産業団地賃貸料 ・地方税減免助成金（国防税免除），大蔵省資金融資制度を創設
（ＳＡＬＡＣ），産業団地政策の公認と拡大

第２次欧州大戦勃発→戦時体制に移行し，地域政策は後景に退く（戦時完全雇用
へ）

総合（労働者）移動助成制度（１９２８年措置に代替） ：難渋労働者への移動助成を大
幅増額

『産業人口の曹己置に関する勅令多員会報告』（バーロー 報告） ：戦後地域政策に重
要な影響を与疋た報告／都市過密と地域問題の相互関係を指摘し，失業を減少させ
グレータ ・ロンドンの過密を緩和するために人口と産業の再配置を勧告

ｒ雇用政策白書』 ：高失差区域での新企業立地に影響を与え，地域間 ・職種間の労
働力流動化を奨励し，労働者を再訓練し，さらに高水準の総政府支出を維持するこ
とによっ て， 高・ 安定水準の雇用を達成することへの政府（戦時挙国一致内閣）に
よる誓約文書（いわゆる「完全雇用」誓約宣言）

（７．）労働党政権（～１９５１）

「産業配置法」 ：助成区域を拡大し開発区域と指定，地域政策の基本的責任を（特
別区域 コミッショ ナー制を廃止し）商務省に付与／政府による民間用工場の建設 ・

リース，産業団地 ・土地整備向け資金調達，企業向け補助金 ・融資の権限。戦時建
築許可制度を繁栄地域の拡張抑制手段として存続

再定住助成制度（戦時総合移動助成制度に代替） ：全ての失業移隼者に適用，摩範
囲の移動費用を負担，任意一時移動制度　助成区域移転企業基幹万働者助成，万働
者再訓練向け他地域派遣養用助成（後，中核労働力派遣養成助成制度）

「都市 ・農村計画法」 ：戦時建築規則の延長立法，産業開発許可証（ＩＤＣ）制度／
工業に本ける床面積４６５ｍ２ 以上の全ての事業所の新設または拡張にＩＤＣ受領を要
件（以後，床面積規制基準は頻繁に変更）

「産業配置（修正）法」 ：開発区域への移転企業に対する商務省所管の融資 ・補助
金付与権限の僅かな拡大

（１１．）保守党，政権に復帰（一１９６４）

基幹労働者助成制度 ：再定住助成制度から分離 ・独立

ｒ産業配置（産業金融）法」 ：開発区域外の多数の高失業区域への融資 ・補助金の
適用拡大

「地方雇用法」　産業配置諸法を廃止，開発区域制度を職業安定所区域基準の開発
地区制度に変更し失業率４．５％以上基準で指定，従来の商務省権限を維持 ・強化 ，
工業用建築物建設補助金を新設，工業（１日，産業）団地政策の改革（イングランド
　スコットランド ・ウェールズの各工業団地公杜設置を含む），産業立地規制の存
続

再定住移動助成制度（１９４６年再定庄助成制度に代替） ：基幹労働者移動助成及び中
核労働力派遣養成助成制度を存続

（７６３）
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第

次

積

極

的

全

的

展

開

期

第

段

階

第

段

階

第

段

階

１９６３

１９６３

１９６３

１９６３

１９６４

１９６４

１９６５

１９６５

１９６６

１９６６

１９６７

１９６７

１９６９

１９７０

１９７０

１９７０

１９７１

１９７２

ｒ（第二次）地方雇用法」 ：複雑な計算方法による工業用建築物補助金を標準補助
金（２５％）に変更

「財政法」 ：助成区域企業に対する自由（加速度）償却制を導入／プラント ・機械
装置投資額に対して任意償却率による控除（法人税額控除）を認可（助成区域での
投資への財政的優位を強化）

全国経済開発審議会報告『高度成長に資する諸条件』 ：地域失業問題を国民所得の
最も速い増加を達成するための未利用資源の最適利用問題の一つと看徴し，低繁栄
区域への産業誘致のための財政刺激誘因の改善 ・インフラ支出の増加，地域開発政
策の広い区域を対象としたグ ロース ・ポール（開発拠点）指向を勧告

地域計画白書『中央スコットラィド ：開発及び成長のためのプ ログラム』『北東地
方開発及び成長のためのフロクラム』　地方雇用法の高失業局限区域重視を批判 ，

不涜地域の公共インフラ投資の増加の必妻性の強調と共にグ ロース ・ポール＆グ ロ

ース ・ゾーソ戦略の重視を提唱
（１０．）労働党，政権に復帰（～１９７０）

経済省設置（全国 ・地域の経済計画策定を担当　 ～１９６９），新しいｒ標準地域」（１１
経済計画地域 ：イソグラノド８地域及びスコットラソド，ウェールズ，北アイルラ
ンド）を定める（１９６６年施行）とともに，同時に同省により各地域に地方経済計画
局， 地域経済計画審議会（１９６４～８０）を設置

「オフィス ・産業開発規制法」 ・ロソドン，パーミンガムにおけるオフィス開発に
ＩＤＣ規制に相当するオフィス開桑許可証（ＯＤＰ）の取得を義務付け

ハイラノト　島娯開発委員会（スコヅトラノト）設置

「産業開発法」 ：開発地区制（１６５地区指定）を廃止し開発区域制を復活（５大区
域指定 ：国土の４０％，ブリテン 人口の２０％），１９６３年の自由償却十プラソト ・機械
装置補助金を投資補助金に一括整理（開発区域４０％，その他２０％），工業用建築物
補助金（２５％），産業荒廃（遺棄）地再整備補助金（開発区域８５％，その他５０％）

「産業再編成公杜法」により同公杜設置（一１９７１）　目的二政府介入による産業合
理化

「財政法」 ：開発地域の工業企業に選択雇用税（１９６６年財政法で導入）の払戻請求
権を付与し，選択雇用ブレミアム（成人男子１人当り／週３７．５ｐ）及び地域雇用ブ
レミアム（同 ，£１．５０）を給付

開発区域制度を修正し特別開発区域を新設 ・商務省所管の民間用工場の５年間家賃
無料化，工業用建築物補助金（３５％） ・建桑費の低利融資，建築物 ・プラント ・機
械装置への爾後３年間の累積追加支出（補助金分を控除）の各年末１０％と換算され
た経常費補助金

経済省［中間区域に関する委員会報告（ハント報告）』 ：中間（または灰色）区域
（開発区域への助成策で直接影響を受ける隣接区域）を調査し，地域政策の重点対
象を産業開発の本来的最適地（グ ロース ・セソター）にシフトすべきであると指摘
するとともに，強力な中間区域政策の導入を勧告。政府，ハソト報告の主要な勧告
を拒否しつつも中間区域助成の必要性は受諾

「地方雇用法」 ・７中間区域を指定／工業用建築物補助金（２５％），再訓練補助金 ，

政府：民間用工裏の建設，産業荒廃地再整備補助金（７５％），中間区域政策の年間
経費（約２千万ポンド）を賄うために開発区域製造業を対象とした選択雇用ブレミ
アム を廃止
（６．）保守党，政権に復帰（一１９７４）

貿易産業省（←商務省）［投資刺激誘因に関する白書』〔〉「１０月補正予算」で実施 ：
投資補助金を租税控除方式に再転換／開発区域における製造業，鉱業，建設業 ：自

由償却制，全国＝初年度６０％ ・以後，残存価値の各年２５％，開発区域のサ ービス産

業に全国租税控除を適用，地方雇用法下の補助金 ・融資を拡充（建築物補助金／開
発区域２５％→３５％，特別開発区域３５→４５％ ，特別開発区域の経常費補助金を当初３
年間，適格人件費［賃金 ・俸給１の２０％に増額）

特別開発区域の対象数及び規模の大幅拡大 ：失業保険加入労働人口の１ ．８％→８．５％ ，
経常費補助金を３０％へ引上げ／エデ ィンバラ含め中間区域７個所の追加指定

貿易産業省ｒ産業 ・地域開発白書』〔〉ｒ産業法」（従来の地方雇用法の権限の大部
分を吸収し地域政策の重要な変更）及びｒ地方雇用法」（民間向け工業団地 ・工場
の建設十リース十売却，産業荒廃地再整備，職業訓練を対象） ：全国の製造業 ・サ

（７６４）



段

階

的

縮

小

漸
次
的
後
退
期

第

段

階

１９７３

１９７３

１９７４
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１９８１

１９８２

現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林） ２７７

一ビス産業のすべてのプラント ・機械装置投資に初年度１００％白由償却制，新規工
業用建築物の初年度４０％償却；従来の助成地域における製造業，鉱業，建設業向け
補助金制度を現金補助金（地域開発補助金）制度に統合，地元企業にも適用／特別
開発区域＝建築物 ・プラント ・機械装置投資の２２％，開発区域＝同 ，２０％，中間区
域：建築物のみ型％；地域雇用プレミアムの１９７４年９月から段階的に廃止；地域選
択助成／対象＝雇用創造 ・近代化合理化プ ロジ ェクトヘの特別融資 ・補助金 ；助成
区域の企業内職業訓練助成制度の拡充，企業内職業再訓練助成制度の新設，１９７２年
産業法に基づき産業開発庁（貿易産業省産業開発総局を管轄），産業開発審議会を
新設

イキリス，ＥＣに加盟国内助成区域かＥＣ各種基金機関の助成融資対象となる
『政府業務の ロソドノからの分散に関する白書』（ハードマン 報告） １３万１千人
分の行政事務の分散を提案
（３．）労働党，政権に復帰（～１９７９）／保守党政権下の１９７２年産業法を評価し継承
を声明

１９７２年地方行政法に基づくイソグランドの６都市圏州新設など州境変更により新
「漂準地域」区分を施行

地域雇用プレミアム廃止せず，反対に倍増（成人男子＝１人 ・週当り£３，成人女
子：同 ，£１ ．５０）

「産業法」（１９７２年産業法の一部を修正 ・追加） ：国家企業庁を設置し広範な産業
干渉を企図（民間企業のエクイティ ・ファイナンスに参加，臨時雇用助成金給付） ，

不況区域助成，地域選択助成の適用規則を緩和

「政府機関設置法」 ・スコットランド開発庁（１２ ．），ウェールズ開発庁（７６．１）を設置
／１９７２年産業法 ・地方雇用法におけるスコツトランド相 ・ウェールズ相の権限を継
承， 各工業団地公杜を吸収

ウェールズ農村開発委員会を設置

’器鶴鍛総漁娯尊岬恨、、ｗ；惚瓢纂鶏
等で，度重なる厳しい公共支出削減計画を余儀なくされる） ：地域開発補助金の適

麟締雫÷鷲数雛
と１

概竹一髄禰歓鴻餐隙邊
延払い

（１Ｏ．）地域選択助成をサ ービス産業 ・オフィスにも適用

地域雇用プレミアムの廃止

（６．）保守党，政権に復帰

（ＥＣ地域政策改革欧州地域開発基金の改革）

政府，地域政策の事琴な包括的改革の段階的実施（１９７９～８３）を声明 ：地域政策予
算年額２億３３００万ポノトの計画的削減，助成区域の４範晴（特別開発区域，開発区
域， 中間匡域及び産業荒廃地整備区域）の維持と指定区域の段階的縮小（就業人口
の４７％［〉２８％／１９８２年に実施），地域開発補助金の基準改定（特別開発区域２２％維
持， 開発区域２０％〔〉１５％，中間区域は廃止／１９８０年施行），地域選択助成の審査の
厳格化，オフィス開発許可証規制の廃止（７９年実施），産業開発許可証規制の中間
地域への適用除外 ・非助成区域での床面積規制基準の緩和（７９年実施）

地域経済計画審議会を廃止

ｒ財政法」 ：都市再生（再開発）の一環としてエンタプライズ ・ゾーン政策の実施
（立地企業に対して１０年間の法人地方税 ・開発土地税の免除，計画申請手続の迅速
化， 政府省庁への法定清報提供の簡素化）

１９７２年地方雇用法によるイングラノドエ業団地公杜を単独の「同公杜設置法」にて
改組

産業開発許可証（ＩＤＣ）規制の凍結（事実上の廃止）

（～８２）第１次エンタプライズ ・ゾーノとして ロノドソ＝ドックランドを含め１１カ
所を指定（環境省所管）

ｒ産業開発法」（１９７２年の産業法 ・地方雇用法等の主要条項を統合）

（７６５）
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１９８４
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１９８８
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立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

貿易産業省［地域産業開発白書』　地域助成に関して雇用創造及ぴ産業構造　雇用
の地域間不均衝の緩和のために費角 ・効果の一層の改善を勧告，補助基準改定 ・地
理的適用範囲の縮小による地域支出の計画的削減を再確認

（～８４）第２次エソタプライズ ・ゾーンとしてミドルズブラ，テルフォードを含め
１４カ所を指定

（１１～）［地域産業開発白劃の実施（自動的助成から選択的助成への漸次的重占
移動５ ：地域助成支出の計画的削減（１９８２～３年／７億ポソド〔〉１９８７－８年／４ 鎧
ポンド１１９８３年価格１），特別開発区域の廃止 ・助成区域の再編成（開発区域：就業
人口の１５％，中間区域＝同 ，２０％），地域開発補助金を資本補助金（上限＝仕事 口
当り１万ポソド／従業員２００人未満企業を除く）または雇用創造補助金（仕事 口当
り３千ポソド）として給付（開発区域にのみ適用），地域開発補助金を若干のサ ー
ビス産業に拡大

（４．）１９８５年地方行政法によりグレータ ・ロンドン行政府並びに６都市圏州行政府
を廃止
（１．）貿易産業省［白書 ・ＤＴＩ一企業心の開発」（地域政策の換骨奪胎） ：地域開発補
助金の廃止，地域選択莇成の選考基準の一層の厳格化，開発区域の小企業向け地域
企業補助金の新設，国際移転投資優遇策の継続

「地域開発補助金（廃止）法」（１９８８年３月末で地域開発補助金の新規申請を打切
り， ４月以後は受理しない）
（３．）エンタブライズ ・ゾーンとしてイソバクライドを新規指定

（注）Ｈ　Ａｍｓ甘ｏｎｇ＆Ｊ　Ｔａｙ１ｏｒ，伽舳岨伽ｏ舳５ ＆Ｐ
ｏ１
１リ，ＰＰ３１１－２０Ｇ　Ｈ

ａ１１帥ｅｔａｌ，晦！ｏ舳げｏ伽伽
　　厄鮒，Ｐａｓｓｌｍ ，Ｄ　Ｍａｃ１ｅｍａｎ ＆Ｊ　Ｂ　Ｐａｒｒ，晦１０〃Ｐｏ伽ｐ脇厄工卿１肌〃〃Ｎ舳Ｄ１棚！ｏ〃側舳Ｐ
　　Ｎ．Ｂａ１ｃｈｉ皿，Ｒ妙ｏ舳１ＰｏＺ切加Ｂ７伽｛刀，ｐａｓｓｉｍ，＆ ｅｔｃ １， より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
のか労働移動局（Ｉｎｄｕ・血１・ｌ　Ｔ・ａｎ・ｆ・・ｅｎ・・ Ｂ０・・ｄ）てあ った 。

　　７）　 ｃｆ．Ｒ．Ｐｏｐｅ ＆Ｂ．Ｈｏｙ１ｅ（ｅｄｓ．）（１９８５），３７〃肋厄６０〃ｏ〃６ Ｐ３伽ブ刎ｏ〃６３ｊ

　　　１８８ぴ１９８ｑ　Ｃｒｏｏｍ　Ｈｅ１ｍ，Ｓｅｃｔ１ｏｎ　Ａ１８８０－１９１４

　　８）Ｐｏｐｅ ＆Ｈ
ｏｙｌｅ

，砂〃
，ＰＰ６０－８１ ，ＷＲＧａｒｓ１ｄｅ（１９９０），肋榊び〃舳〃ｏヅ

　　　舳〃１９１９－１９８９Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，ＰＰ３－１３，１１５－２９　戦間期の新旧主要

　　　産業の動向についてはさし当り次の文献を参照。Ｎ　Ｋ　Ｂｕｘｔｏｎ ＆Ｄ　Ｈ　Ａ１ｄ
ｃｒｏｆｔ

　　　（ｅｄｓ．）（１９７９），Ｂ７”ゐん１〃４”３ヶｙ６”吻３３〃¢ん３肋応，
Ｓｃｏ１ａ「 Ｐ「ｅｓｓ

　　ｇ）ｃ£Ｍ．Ｐｕｇｈ（１９８２），丁加〃ｏ脇ｇげＢブ桃ん〃ｏ４３閉Ｐｏ伽６５ １８６升１９８９

　　　Ｂａｓ１１Ｂ１ａｃｋｗｅ１ｌ，ｃｈａｐｓ１１，１２ ，ＡＢｏｏｔｈ＆ＭＰａｃｋ（１９８５），厄砂ＺｏＷ３〃，Ｃ妙〃

　　　伽ゴ１１；６０〃ｏ舳６ Ｐｏ枕ツＧ”３〃Ｂ榊〃〃１９１＆一１９８ｇ　Ｂ
ａｓ１ｌ　Ｂ１ａｃｋｗｅ１１

，ｃｈａｐｓ１，２

　　１０）Ｇａｒｓ１ｄｅ，砂 ６〃 ，ＰＰ２４０－５ ，Ｊ　Ｄ　Ｍ
ｃＣａ１１ｕｍ，Ｔ１加Ｄ舳３ゆ舳〃 げＢ舳５ん伽

　　　 ｇ舳〃ＰｏＺ似Ｍａｃｌｅｍａｎ ＆Ｐ
ａｒｒ（ｅｄｓ）

，砂 ６〃 ，ｐ３

Ｉ－１　労働移動局と労働者移動政策（１９２８－３８）

　この労働移動局の設置は，１９２７年の全国平均失業率が７．４％という２０年代で

最も低い状況下での特定産業の高失業率（石炭 ＝１９．Ｏ％，造船 ＝２９．７％，鉄鋼 ：

１９４％）に促迫されたものである。すなわち，特定産業が集中する「北部」諸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６６）



　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　２７９

地域から構造的失業老を相対的低失業の「南部」諸地域に移住させ，同時に ，

職業再訓練セソターを設置して新産業への労働力流動化を図ろうとするものて

あっ た。

　１９２８～３８年の１０年間に亙る政策実施期間中に助成を受げて移動した労働者総

数は約２９万人でその大半が成人独身者または若年者であり ，移住家族数は３万

　　　　　　　　　１１）
万５千世帯に過ぎない。自己責任で移住した労働者はこの約２倍と推定されて

いる。しかし，世帯持ぢ中高年労働者の地域間移動及び職種転換（特に，大量

の移住対象とな った職種的紐帯か強く炭住地に孤立的に集住する炭鉱夫）は極めて困

難であ った。こうして，移庄してはみたが適応できず出立地に戻る労働考は半

数近くにも上 った，といわれる。しかも ，１９２９年に周知の大恐慌が起こり ，

１９３１～３３年の「南部」諸地域の失業率さえ１１５～２０３％に達し基礎産業の失業

率が軒並み５０％前後に達した時点で労働者移動政策だけでは失業対策として到
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
底不十分なことは明白とな った。とはいえ，１９３０年代大不況におげる大量失業

の中で労働者の地域間移動は直ちには減退せず，景気回復の兆しが見え始めた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
１９３６年をピークとして漸く減少していったのである 。

　　１１）　Ｇａｒｓｌｄｅ，ｏ〃６〃 ，ＰＰ２４５－６
，２７４（ＡｐＰｅｎｄ１ｘ９　１Ｌａｂｏｕｒ　Ｔｒａｎｓｆｅｒｅｎｃｅ），Ｄ　Ｅ

　　　Ｐ１ｔ丘ｅｌｄ，Ｔｈｅ　Ｑｕｅｓｔ　ｆｏｒ　ａｎ　Ｅ丘ｅｃｔ１ｖｅ　Ｒｅｇ１ｏｎａ１Ｐｏ１１ｃｙ１９３４－３７，Ｒ６９７０舳Ｚ８〃３欄，

　　　Ｖｏ１．１２．１９７８，ｐｐ．４２９－３２

　　１２）　イギリスにおげる３０年代大不況の実像と地域的動向については，さし当たり次

　　　の文献を参照。ＷＨａｍｍｍｇｔｏｎ（１９３７），丁加〃ｏ６肋げ伽Ｄ鮒３５５〃ル伽，

　　　Ｖｌｃｔｏｒ Ｇｏ１ｌａｎｃｚ ，ＨＮＡｍｄｔ（１９４４），丁加亙６０〃ｏ舳６ Ｌ伽ｏ郷ｏジな加！Ｖ閉３蛇舳 一

　　　〃榊３３，ＦｒａｎｋＣａｓｓ ，ＭＰＦｏｇａｒｔｙ（１９４５），〃ｏ桝６な げ伽１〃〃舳Ｚル側げ
　　　Ｇ７刎Ｂ〃舳，Ｇ

ａｒｌａｎｄ ，ＮＢｒａｎｓｏｎ ＆ＭＨｅｍｅｍａｍ（１９７１），Ｂ耐舳閉 伽
　　　１Ｖ舳¢舳Ｔ１肋脇，Ｗｌｅｄｅｎ丘ｅ１ｄ＆Ｎ１ｃｏｌｓｏｎ

　　１３）Ｂｒｏｗｎ，ｏ声泓，ＰＰ
．２８１－２；Ｇａｒｓｉｄｅ，ｏか６批， ２６５－９；Ｍ

ｃＣａｌ１ｕｍ
，ｏ声泓，ＰＰ

・３－４；

　　　ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，ＰＰ９１－２，９７－９ ，Ａｍｓｔｍｇ＆Ｔ
ａｙ１ｏｒ
，ｏク６払Ｐ１７２ ，Ｈａｍ

　　　ｍｍｇｔｏｎ，ｏク６〃 ，ｃｈａｐ　Ｖｍ ，Ｈ　Ｌ
ｏｅｂｌ（１９８８），Ｇｏリ６閉刎６〃ルｄｏ榊５伽６〃３

　　　０ブ妙郷げＢｒゴぬんＲ賂づｏ舳Ｚ戸ｏ伽ツ１９３４－１９４ａ　Ｇｏｗｅｒ，ｐｐ
．３１－２，３３８－４１；Ｂ

　　　Ｔｈｏｍａｓ“Ｔｈｅ　Ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｌａｂｏｕｒ　ｍｔｏ　Ｓｏｕｔｈ－Ｅａｓｔ　Ｅｎｇ１ａｎｄ１９２０－３２
”，

厄６０鮒

　　　 刎伽
，Ｖｏ１１，Ｍａｙ１９３４，ｐｐ２２０－４１ ，ｄｏ

，‘‘Ｔｈｅ　ＩｎＨｕｘ　ｏｆ　Ｌａｂ０１■ｒ　ｍｔｏ　Ｌｏｎｄｏｎ

　　　 ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｓｏｕｔｈ　Ｅａｓｔ　Ｅｎｇ１ａｎｄ１９２０－３６
”， Ｅ６０〃ｏ舳６”，Ｖｏ１４，Ａｕｇ１９３７，ｐｐ

　　　３２３－３６；Ｐｉｔ丘ｅ１ｄ，ｏか６加， ｐｐ．４３１－２

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６７）



　２８０　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

Ｉ－２　１９３４年特別区域（開発 ・整備）法の成立と地域政策の開始

　労働者移動政策は，失業保険制度と同様に，世紀交替期に始まっ た資本主義

市場経済への国家不干渉の漸次的修正，いわぱ修正自由放任主義（原理的には

「自由放任主義」の下でプラグマティックな行政的対症療法が付加される）ともいうべ

き政治的枠組の延長線上に位置する事後的個別的政策であり ，地域政策へのプ

ロローグとはな ったが，それ自体としては労働力需給のミスマッ チによる摩擦
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
的失業の削減を意図した地域間 ・職種間に亙る労働力流動化政策であ った 。

　イギリスにおげる地域政策の先駆けとな ったのは１９３４年に成立した「特別区

域（開発 ・整備）法」（ｔｈｅＳｐｅ・１ａ１Ａ・ｅａ・［Ｄｅｖｅ１０ｐｍｅｎｔ＆Ｉｍｐ・０ｖｅｍｅｎｔ１Ａ・ｔ）であ

り， それを強化した３７年の同法修正法とともに，１９３０年代における地域政策の

制度的枠組とな った 。

　特別区域法成立に至る粁余曲折について詳論する余裕はないが，指摘してお

くへきことは，深刻な循環的不況と構造的不況か重畳する条件の下で失業が長

期化（構造化）し特定タウソの８０％にも及ぶ失業による「産業の墓場」と呼ば

れる深刻な事態が現出する中で，マクドナルド挙国内閣（１９３１－３５）の下で１９３１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
～３２年に商務省は地元大学に要請する形で特定不況地域調査を実施し，さらに

干渉主義的政策を拒絶しミニマリスト（ｍｍｍ・１１・ｔ）的対処法に固執する政府が

世論の圧力に押されて１９３４年３月には労働大臣提案（閣議決定）による特定不

況４地域に関する調査官が任命されるに至ったことである。結局，同年末の特

別区域法成立の契機になった４人の調査官による報告書はそれぞれ同年７～８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）１７）
月に労働大臣に提出された（１１月に議会に提出）。 ４人の調査官のうち北東部の

ダラム及びタインサイドを担当したＤ．Ｅ．ウォーレスは，報告書の中で，産業

不況と深刻な失業は市場諸力による自動的な再調整では解決できず不況地域の

問題は産業立地計画のための全国政策の欠如とそれに伴う地域間の成長と繁栄

の不均衡によるものと結論し，政府による地域リハビリテーション計画の全活

動を調整するコミッショ ナーの任命や新産業導入のためのタインサイド産業開
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
発会杜の設立など１０項目の勧告を行な った。しかし，市場諸力の自己矯正効果

を強く確信し産業経済への「呪われた国家干渉」を忌避してきた政府はウォー

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６８）



　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　
２８１

レスの結論及び勧告を歓迎しなか ったが，調査官報告を検討する閣僚委員会

（議長 ＝Ｎ．チ ェソバレノ蔵相）及びその下に高級官僚による省庁間委員会を設置

した。かくして，政府は構造的不況地域の存在と杜会的窮乏の杜会的結果に促

迫され，なお固執する自由放任主義のドグマの枠内で「何らかの新しい干渉主

義的政策よりはむしろ行政的解決策」を志向する消極的な対応策を内容とした

「不況区域（開発 ・整備）法案」（提出時の法案名）を，議会が報告書を本格的に

審議する前の３４年１１月末に議会に提出し，２週間余りで一挙に成立させたので
　１９）

ある 。

　Ｉ－２－１　１９３４年特別区域法の特徴と間題点　　１９３４年特別区域法は ，（１）

４つの不況区域（サウス ・ウェールズ，北東イソグラソド，西カソパーラソド及びス

コットラソド）を特別区域と指定し（図Ｉ－１を参照），（２）所管官庁を労働省とし

その下に経済開発と杜会整備の推進を担当する２名の コミッショ ナー（イング

ランド＆ウェールズ担当： Ｍ． スチ ュァート卿及びスコットラソド担当：Ａ．ローズ卿）

を任命し ，（３）コミッショ ナーの条件付き特別区域基金２００万ポ１／ドなどを定め ，

しかもコミッショ ナーの活動を著しく制約する３７年３月までの時限立法（施行

期間２年３ヵ月）とした。同時に，同法は コミッショ ナー に失業保険制度の改

革法てある１９３４年失業者援助法（ｔｈ・Ｕｎ・ｍｐ１・ｙｍ・ｎｔ　Ａ・・１・ｔ・ｎ・・ Ａ・ｔ）により新た

に設置された労働省失業者援助局と共同して行動することを義務づけ，むしろ

後者がより重要な立法であることを印象づけたのである 。

　農業補助金だけで年間１８００万ポンドを越えていた時に２００万ポノドという支

出権限額が余りに僅少であるのは明白であ った。加えて，コミッショ ナーの行

政権限は極端に限定的で，収益事業や民間企業への直接的な財政的助成及ぴ主

要公共事業から排除され，コミヅノヨ ナー資金はほとんと専ら下水道計画と失

業者＝小農地保有向け移庄（
‘ｂ・・ｋ’ｔ０－ｔｈ・一１・ｎｄ’・ｍ・１１ｈ・１ｄｍｇｍＯｖ・ｍ・ｎｔ）対策に限

定された。さらに，労働大臣に特別区域指定を変更する権限もなく ，しかも同

法による特別区域指定からラ１■カシャーやテーズサイドばかりでなく ，指定を

受けた４つの特別区域からも北東部の ニューカ ッスルを除いてグラスゴー

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６９）



２８２ 立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

図Ｉ－１ 戦前期の特別区域
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　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　２８３

カー ディフ など開発の拠点となるべき地方中核都市を含む主要都市を「産業不

況によっ て特に影響を受けた区域」（同法前文，第１条）に該当しないとして除

外されたことは，地域経済再生問題への取組みを極めて困難にした。こうした

ことは，政府がその場しのぎの時限立法を行な ったことの反映であるとともに ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
野党＝労働党の近視眼的政治姿勢にも起因していたのである 。

　イギリ刈こおける資本主義市場経済への国家干渉主義の成立過程の端緒に位

置していた１９３４～３５年当時，保守党も労働党も不況地域への産業誘致，特に収

益目的の企業誘致への財政的刺激策に反対の態度をとっ ていた。保守党はそう

した財政的刺激策は不況地域外の企業に不公正な競争条件を生み出すものとし

て反対し，労働党は産業立地政策については「北部」と「南部」で意見を異に

していたが，利潤目的の民間企業に財政的刺激を供与するなど論外として一致

して反対しその政策的含意の受け入れは保守党以上に政治的に困難であ った 。

しかし，深刻な不況下で立地劣位にある「北部」に企業誘致を実現するには少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
なくても財政的刺激誘因が必要なことは明白であ った 。

　こうした事情の中で，スコットラノド担当 コミッショ ナーのローズ卿とは違

って，イノクラノト＆ウェールス担当のスチ ュアート卿は第３次報告書提出後

の１９３６年末に辞任するまで，報告書を通じて不況地域の状態や職務上の行動の

説明に留まらず，公的立場を顧みず不況地域の必要事項を論述し，政府をしは

しば困惑させる程の政策構想を進言し１９３４年立法の不十分さと追加資金の必要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
性を指摘し現行政府政策の批判を率直に試みた 。

　Ｉ－２－２　政府資金による産業団地の建設　　１９３５～３６年にかけて「南部」

諸地域の失業率が軒並み一桁台に低下しつ二 ある一方で，特別区域ではなお２０

～４０％前後の高失業率で推移した（表Ｉ－２を参照）。 それゆえ，法案成立後も

議会内の不況地域問題への関心は衰えなかったが，３５年７月の第１次 コミッシ

ョナー報告書をめくる上下両院ての議論では大蔵省 ・商務省は反干渉主義的姿

勢を固持し野党労働党にも新しい構想のないま 二終始し，地域政策も現代資本

主義体制への懐妊期の苦しみを経験していた。しかし，これを前後して不況地

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７１）



２８４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

表Ｉ－２　地域政策形成期におげる特別区域等の失業率の推移　１９３４～３８年（％）

スコット

ンド
　域

イングラン
＆ウエ
ルズ区域

北東イン
ランド
岸区域

西カソバ
ラソド

　域

サウス

区域

グレー
・ブ

テン
Ｐソドソ

南東部
域
ミッドラ

ズ地域

１９３４ ２８．９ ３５ ．０ ３２ ．９ ３７ ．９ ３７ ，１ １６ ．６ ９． ２ ８． ７ １２ ．９

１９３５ ２５ ．３ ３２ ．７ ３０．７ ４０．７ ３４ ．５ １４ ．８ ８，
５ ８． １ １１ ．２

１９３６ ２０ ．５ ２７ ．９ ２４ ．６ ３８ ．６ ３１ ．３ １２ ．５ ７． ２ ７．
３ ９． ２

１９３７ ２１ ．５ ２３ ．１ ２１ ．８ ３０ ．５ ２４ ．４ １２ ．６ ６． ４ ６．
７ ７． ３

１９３８ １９．９ ２４ ．１ ２０ ．２ ２５ ．９ ２９ ．Ｏ １３ ．６ ８． ０ ８．
０ １０ ．３

備考）０　特別区域の失業率の１９３８年（６月）を除いて，すべて，年末失業率を示す 。
　　（２）失業率計算の基礎は，１６～６４歳の被保険労働人口に対する職業安定所登録失業者数

。

　　（３）特別区域失業率は，特別区域を含む労働省地方局管篤区域の合計である 。

資料）Ｗ－Ｒ．Ｇａｒｓｉ牝肋脇び刀舳〃ｏ〃刎１９１９－１９３９ｐｐ．１似２７７

域の経済再建政策をめくる論議が各界で盛んになり ，一方でスチ ュァート卿の

助力を得て北東部を中心に地元の下院議員 ・行政府 ・企業家 ・知識人による新

（消費財）工業誘致のための政府資金による産業団地（血ａｄｍｇ　ｅ・ｔ・ｔｅ・）の建設の

提唱と運動が展開されていたが，他方で労働組合を中心になお伝統産業の再生

に固執する地元世論も根強かったのである 。

　こうした経緯の中で，１９３５年８月 ，スチ ュアート卿はこの国の民間会杜によ

る産業団地建設の経験（スロー及びトラフォードの産業団地）に基づいて，政府に

特別地域基金による産業団地建設を要請しその権限を与えるよう求めた。時あ

たかも，経済再建問題か再軍傭以上の最大の争点にな ったといわれる総選挙

（同年１１月）が近づくにつれ，６月にマクドナルドから政権を引継いだボルドウ

ィ：■挙国政府は民間企業への直接的財政援助を禁止した１９３４年特別区域法の巧

妙な抜げ道としてこのスチ ュアート構想を選挙公約の一つとして取入れたので
　２３）

ある 。

　こうして ，１９３６年，コミヅ！ヨ ナー基金からの融資により非営利法人として

北東産業団地会杜，サウス ・ウェー ルズ＆モンマスシャー産業団地会杜及びス

コットランド産業団地会杜が設立され，翌年秋にはティーム 渓谷（Ｔ・・ｍＶ
・１－

ｌｅｙ： 約７００エーカー），トレフォレスト（Ｔ
ｒｅｆｏｒｅｓｔ：

１５５エーカー）及びヒリングト

：／（Ｈ１１１ｍｇｔｏｎ 約３２０工一カー）にそれぞれの区域のモテルとなるへき産業団地

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７２）



　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　２８５

が操業を開始した。この国営産業団地工場への民間企業の入居を円滑に進める

には，後述するように，会杜設立から操業開始までの間に成立した二つの立法

措置を待たねぼならないが，二人の コミッショ ナーの最終報告によれぼその実

績は以下の通りである。すなわち，１９３８年９月３０日現在，工業用地を含むすべ

ての産業団地（工場 ・インフラ施設 ・事務所 ・関連サ ービス施設を含む）建設への特

別基金からの支出は約４００万ポノドであり ，ティーム 渓谷産業団地では７６工場

が竣工（１９工場が建設中）し，入居契約済７５～７６企業一工場従業員約１ ，５００人

（別資料によれば，１９３９年末現在，入居１０１企業［非製造業２１，ドイツからの亡命者企業

２１を含む１一雇用老数約５干人），トレフォレスト産業団地は建設中を含めて３９工

場・ ７建築物て入居３１企業一常用雇用者数６８２人，同団地開発事業の雇用者数

５６４人，ヒリ１■グトノ 産業団地は竣工１０３工場一入居６７企業（雇用者数の記載ナ

　　　　　２４）
シ）であ つた 。

　Ｉ－２－３　１９３６年特別区域再建（協定）法の成立と政策金融の開始　　スチ

ュァート卿はその第２次報告書（１９３６年２月）の中で，国営産業団地設立の経

緯を説明するとともに，特別区域に新産業を導入する困難，特に小企業創業時

の資金調達上の特別の困難性（あの［産業及び金融にかんする１マクミラソ委員会

が既に留意していたいわゆる「マクミラソ ・ギャッ プ」）を指摘し，追加資金の必要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
性について強く政府 ・議会の注意を喚起していた。既に指摘したように ，１９３６

年はイギリス経済全体としては景気回復局面ないしブームに近い様相を呈して

いたが，「北部」諸地域，特に特別区域は依然として深刻な不況と２０％を越え

る失業が続いていた（表Ｉ－２を参照）。

　こうした中て，コミソノヨ ナー報告書は議会てのこれらの問題をめくる論議

の機会を提供した。同年３月の第２次報告書の下院での議論は，従来とは様相

を異にしていた。野党：労働党はリーダーの一人であるＨ．ダルトソを含め特

別区域へ新産業を誘致する産業立地政策を支持し民間企業への助成誘導につい

ても条件付き容認へと旋回しつ二 あっ た。 他方，与党＝保守党は，産業立地政

策については自由放任の放棄を説く推進派と古典的立地論に固執する反対派に

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７３）



　２８６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

分れていることが明白とな った。激しい論争の結果，労働党エドワーズ議員の

「ロソト：／の半径４０マイル以内での新産業創設禁止動議」に対する保守党議員

ブースヴィの次の修正動議が採択され，政府がそれを受入れたことが翌４月に

「特別区域再建（協定）法」（Ｔｈｅ　Ｓｐ・・１・１Ａ・ｅ・・ Ｒｅ・０ｎ・ｔ・ｕ・ｔ１０ｎ［Ａｇ・ｅｅｍｅｎｔ１Ａｃｔ）

が成立する引き金にな ったのである 。

　　　「政府は，南部諸州におげる近代産業の過度の集中を思い留まらせ，かつ実行可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）　　能な新産業か古い工業中心地において自立的に創設されるのを奨励すへきである 。」

　同法により ，イソグランド銀行は公称資本１００万ポンドの特別区域再建協会

（Ｔｈｅ　Ｓｐ．ｃ１．１Ａ。。。。 Ｒ。。。ｎ．ｔ．ｕ．ｔ１ｏｎ　Ａ。。ｏ…ｔ１ｏｎ　Ｃｏ　Ｌｔｄ＝ＳＡＲＡ）を設立し，特別区

域の小事業を対象に返済期間５年 ・市場金利に近い貸付金利 ・１万ポ１トを限

度として商業銀行 ・保険会杜なと民間金融機関による資金融資に対する信用保

証（２５％までの損失保証）を実施し，政府かＳＡＲＡの経営管理経費を負担する

ものであ つた 。

　この融資制度は起業家を当初から失望させ，ロソドン ・シティ と大蔵省はこ

うした新しい便宜の必要性を確信せずかつ追加雇用の創造能力に懐疑的であ っ

た。 この時の地域問題の規模に比べてＳＡＲＡの資本規模は慈善的ジ ェスチ

ャー以上のものではなかったのに加えて，シティ と大蔵省のこうした懐疑的態

度がイングランド銀行の当初の熱心さを冷却させＳＡＲＡを通じた助成規模を

間もなく制限する姿勢に転換した 。

　かくして，表面上産業多角化を目的としたＳＡＲＡの融資事業は，相対的に

大きな創業資金を必要とする新産業よりはむしろ小規模な軽工業に集中するよ

うにな った。ＳＡＲＡはまもなく創業資金の半分は起業家自身で調達するとい

う厳しい条件を付げた融資保証を実施した。ＳＡＲＡの１９３９年６月までの融資

保証総額は１９０事業 ・約９１万ポ■トに達し，それを含めた投資総額は約１４９万ポ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
ンド ・完全操業時の予想追加雇用者数１万４０６１人であ った 。

　ところで，１９３６年１２月 、特別区域の起業資金を供与するもう一つの機関がナ

ヅフィー ルト卿の私財２００万ポントを寄託したナ ヅフィールト信託（Ｎｕ脆
・１ｄ

Ｔｍ・ｔ）によっ て開設された。これは，ＳＡＲＡ資金よりもリスクも規模も大き

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７４）
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い事業を株式引受けと融資の形態で支援し，その後に創設された大蔵省基金を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
含めて最も効果的な役割を果した，と評価されている 。

　卜２－４　特別区域法の延長をめくる論議と１９３７年修正法の成１　　１９３６年

６月 ，ポルトウィソ保守党政府は１９３４年特別区域法の無修正延長を決定してい

た。 だが，１０月のタインサイドの “死の町”といわれたジャロー（ ‘Ｔｈｅ　Ｔｏｗｎ －

ｔｈ
ａｔ　ｗａｓ　ｍｕｒｄｅｒｅ

ｄ’ １９３９
，ジャロー選出下院議員Ｗ．ウィルキンスンの著書名）か

らの失業者の ロンドンヘの飢餓行進，１１月の国王エドワードｍ世のサウス ・ウ

ェー ルズヘの地域問題視察，（ロンドソ）タイムズ紙の杜説などによる特別区域

の窮状報告と近代国家の機構と財源による問題解決を訴えた度重なる論陣，さ

らには第３次報告書提出日（１０月２７日）の コミッショ ナー・ スチ ュアート卿の

事実上の抗議辞任（ロース卿は健康上の理由により辞任）という経緯の中で，政府

は， １１月３日 ，期限満了諸法継続法案（・ｎ　Ｅｘｐ１ｍｇ　Ｌ・ｗ・ Ｃｏｎｔｍｕ・ｎ・・ Ｂ１１１）の一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
部に１９３４年法を挿入して議会に提出したのである 。

　政府のこうした論議を回避する試みは与野党の別なく議会内に広範な憤激を

引き起こし，しかも政府が議会に提出するまで３ヵ月もその内容を内密にして

いたといわれる第３次 コミッショ ナー報告書が公表されるに及んで議会の関心

は急速に１９３４年法の修正内容にシフトした。スチ ュアート卿は，その第３次報

告書で，１９３４年法は失業を削減する直接的手段を提供しなかったと回顧し，失

業問題に ヨリー層直接的に対処する第２の実験の機は執したとの確信を前提と

しつ二 ，０グレータ ・ロノドソ区域の産業拡張を強力に抑制するために工場

設置許可制を含む適切な産業配置の検討，　特別区域への新産業企業誘致を

促進するための財政的刺激誘因（５００ポ／ドを越えない未処分利潤への所得税免除 ，

地方税の軽減及び新製造技術導入のための長期 ・低利融資）の導入，　 コミッショ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
ナー職務の閣僚による継承などを勧告したのである。このような指摘と勧告は ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
政府閣僚と高級官僚に対する辛辣で差し迫った告発と受け取られた 。

　政府提出の継続法案から１９３４年法を削除する修正案に関する３６年１１月下院議

会の論議は結果的に与野党共同歩調による特別区域問題とスチ ュアート卿の第

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７５）



　２８８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

３次報告書をめくる全面的な論議に転換し，チ ヱ：／ハレ■蔵相を始め政府 ・官

僚の当初の頑なで消極的な姿勢を逆転させた。かくして延長問題に関しては与

党＝保守党主導による２ヵ月延長（３７年５月３１日まで）で決着し，その間に政府

にスチ ュアート卿の勧告を中心とした１９３４年法修正法案の準備と議会での審議

　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
の時間的余裕をつくりだしたのである 。

　１９３７年３月１９日 ，ポルドウィン政府は３９年３月末迄の時限立法として「１９３７

年特別区域（修正）法案」を議会に提出した。それに先立ち，３月１日 ，労働
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
省は新しい特別区域政策を説明する形式の白書を議会に提出し，さらにスチ ュ

アート卿のグレータ ・ロンドンにおける工業立地規制を含む産業立地政策に関

する勧告については勅命委員会（ＲＯｙ・１ＣＯｍｍ１・・１０ｎｏｎｔｈ・Ｄ１・血１ｂｕｔ１ｏｎｏｆｔｈ・

Ｉｎｄｕ・ｔｎ・１Ｐｏｐｕｌ・ｔ１・ｎ・［Ｃｈ
・ｍ・ｎ・

ｈ１ｐ　ｏｆ　Ｓ
１・ Ｍ　Ｂ・・１・ｗｌ）を任命するとの政府声明

　　　　　　　　３４）
を公表して対応した。他方，同年１月 ，野党＝労働党は不況区域調査委員会

（議長＝ダルトン下院議員）が法案審議に影響を与えるべく本文１６ぺ一ジの短い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
中間報告を公表して緊急行動計画を提案していた 。

　特別区域（修正）法案の審議では新しい構想や論点は見られず，議会の政治

的関心が大陸の政治 ・軍事情勢とイキリスの再軍備計画に移りつ二 ある中で ，

政府原案のま 上成立した。１９３４年法と対比して，修正法で強化された事項は主

として以下の４点である。第１に，ＳＡＲＡによる小規模融資とは別個に，大

規模事業を含む特別区域の企業を対象とした大蔵省融資制度を設け，当初資金

２００万ポ：／トとし特別区域融資委員会（Ｓｐ・・１・１Ａ…　Ｌ・・ｎ・ Ｃｏｍｍ１ｔｔ・＝ＳＡＬＡＣ）

の助言により執行することにしたことである。第２に，特別区域基金による産

業団地建設を一層奨励し，コミッショ ナー〃こ工場賃貸等に関する広範囲の権限

を付与したことである。第３は，特別区域に設立される企業に対して産業団地

の工場賃貸料 ・地方税 ・所得税（法人税）を５年を越えない範囲で コミッショ

ナーの裁量により減免できる権限を与え，さらに１９３７年に導入された国防税

（Ｎａｔｉｏｎａ１Ｄｅｆｅｎ・ｅ Ｔａｘ）を免除したことである。これは，イギリスで最初の地
　　　　　　　　　　　　　３６）
域差別的な租税優遇措置である。第４に，労働大臣に特別区域外の深刻な失業

を改善できる見込のない区域に諮問委員会勧告による大蔵省融資制度の適用権

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７６）



　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　２８９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）３８）
限を付与し，財政的助成に一定の裁量的運用の条件を設定したことである 。

　こうして ，１９３７年にな って漸くこの年夏の産業団地の竣工とともに，地域政

策が厳しい財政的制約内で本格的に稼動し始めた，と評価できるであろう 。

　　１４）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ戸６机，Ｐ．９２．労働者移動政策を地域政策に含めるかどうかは地域

　　　政策の概念規定に関わる問題である。また，「仕事を労働者に」という産業＝企

　　　業誘致と「労働者を仕事へ」という労働者移動とを補完的関係と見なす（ガー サ

　　　イド）か代替的関係と見なす（マクレナ１■＆パー）カ、，によっ て地域政策の方向

　　　つげや評価に微妙な差異か生じるように思われる（Ｇａｒｓｌｄｅ，ｏ戸６〃 ，Ｐ２７３ ，

　　　Ｍｃ１ｅｍａｎ ＆Ｐａｒｒ，ｏクｃ〃 ，ｐ１）。 筆者は，本稿の冒頭て規定した地域政策の目的

　　　を前提とする労働者移動政策はそれに含まれるとは思われるが，たんなる労働力

　　　流動化政策は地域政策に含みえない，と考える 。その限りで１９２８～３８年における

　　　イギリスの労働者移動政策は，マクローソも指摘しているように，厳密には地域

　　　政策の一環とは規定しえないように思われる。しかし，便宜的にそれを含めて分

　　　析することにする 。

　　１５）Ｂｏａｒｄ　ｏｆ　Ｔｒａｄｅ（１９３２） ；Ａ〃１〃郷ケ〃８〃舳ツｏ〃 伽！Ｖ；ｏ肋Ｅ０５川閉，Ｍ
ａｄｅ

　　　ｂｙ　Ａｍｓｔｒｏｎｇ　Ｃｏ１ｌｅｇｅ；ル１〃郷炉〃８〃榊ツげ８ｏ〃肋Ｗ；ｏ伽， Ｍａｄｅ　ｂｙ　Ｕ
ｎｉ－

　　　 ｖｅｒｓ１ｔｙ　Ｃｏ１１ｅｇｅ　ｏｆ　Ｗ
ａ１ｅｓ

＆Ｍｏｍｏｕｔｈ
ｓｈ
１ｒｅ ，ル１〃伽舳Ｚ８舳３ツげ８ｏ〃肋

　　　Ｗ；鮒８６０〃伽ゴ，Ｍａｄｅ　ｂｙ　ｔｈｅ　Ｕｍｖｅｒｓ１ｔｙ　ｏｆ　Ｇ１ａｓｇｏｗ　ａｎｄ　ｅｔｃ

　　１６）Ｍｉｎｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｌａｂｏｕｒ（１９３４），Ｒ功ｏｒな げ１舳３５晦〃ｏ郷 〃ｏな加１〃鮒ブ〃Ｃｏル

　　　６〃ｏ郷加 ６３ｒ如加Ｄ４閉５〃Ａ〃伽，Ｃｍｄ．４７２８

　　１７）　Ｇａｒｓ１ｄｅ　ｏ〃６〃 ，２４７－５３ ，Ｌ
ｏｅｂ１
，ｏク６〃 ，Ｐ３４

　　１８）　Ｃ刎五４７２ａ　ＰＰ．１０９－１０（Ｓｅｃｔｉｏｎ　ＶＩＩＩ）

　　１９）労働大臣への報告書提出から議会での法案成立に至る詳細については ，

　　　Ｌｏｅ
ｂ１

，功 ６〃 ，４７－５４ ，Ｇａｒｓ１
ｄｅ
，功 ６〃 ，ｐｐ２５４－６ ，Ｈａｍｍｍｇｔｏｎ，ｏ少６〃 ，ｃｈａｐｓ１

　　　＆　ｎ ，を参照 。

　　２０）Ｈａｍｍｍｇｔｏｎ，ｏ〃６〃 ，ＰＰ２１－３ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク６〃 ，ＰＰ９２－５ ，Ｇａｒｓ１ｄｅ　ｏ戸〃 ，

　　　 ＰＰ７２－８７ ，Ｐ１ｔ丘ｅ１ｄ，ｏク６〃 ，ＰＰ４３５－６ ，Ｌｏｅｂ１，ｏ〃６〃 ，ＰＰ５０，５５ ，Ｐ　Ｒａｎｄａ１１Ｔ加

　　　Ｈ畑ｏびげＢブ〃曲Ｒ３ｇゴｏ〃〃Ｐｏ〃似Ｇ．Ｈ
ａ１１ｅｔ　ｅｔ．ａ１

．，
ｏ声 ６〃”ｐｐ

．１９－２０

　　２１）　Ｌｏｅｂ１，ｏ声６机，５３，５６－７

　　２２）ｃｆ　Ｒｅｐｏｒｔｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎｅｒｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｓｐｅｃｌａｌ　Ａｒｅａｓ（Ｅｎｇ１ａｎｄ＆Ｗａｌｅｓ）

　　　１並Ｒ砂ｏ〃，Ｊｕ１ｙ１９３５，Ｃｍｄ．４９５７，ＰＰ．１０５；２〃Ｒ砂ｏ〃，Ｆｅｂ１９３６，Ｃｍｄ．５０９０ ，

　　　ｐｐ．１２０；３〃Ｒ砂ｏ〃，Ｎｏｖ１９３６，Ｃｍｄ．５３０３，ｐｐ．２１０；４〃Ｒ砂ｏ〃，Ｎｏｖ１９３７
，

　　　Ｃｍｄ．５５９５，ｐｐ．２０９；５肪Ｒ砂ｏれ，Ｄｅｃ１９３８，Ｃｍｄ．５８９６，ｐｐ．１２０．Ｄｏ（Ｓｃｏｔｌａｎｄ） ：

　　　１並Ｒ４ｏれ，Ｊｕｌｙ１９３５，Ｃｍｄ．４９５８，ＰＰ．３４；２〃Ｒ功ｏれ，Ｆｅｂ１９３６，Ｃｍｄ．５０８９，ＰＰ

　　　３２；３〃Ｒ砂ｏれ，Ｊｕ１ｙ１９３６，Ｃｍｄ．５２４５，ｐｐ．２７；４泌Ｒ砂ｏれ，Ｎｏｖ１９３７，Ｃｍｄ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７７）
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　　５６０４，ｐｐ．２０９；５肋Ｒ砂ｏ〃，Ｄｅｃ１９３８，Ｃｍｄ．５９０５，ｐｐ．８８

　２３）　Ｇａｒｓｌｄｅ，ｏク６〃 ，ＰＰ１Ｏ，２５６－８，２７７ ，Ｌ
ｏｅｂ１

，砂 ６〃 ，Ｐｔ皿１，
ｃｈ
ａｐｓ ２＆３ ，

　　Ｐ
１ｔ６ｅ１ｄ

，ｏ〃〃
，ＰＰ２５７－８ ，ＭＰｕｇｈ，ｏ〃６〃 ，ＰＰ２８９－９２ ，ＲＲＪａｍｅｓ（１９７７），丁加

　　Ｂ伽んＲ舳ｏＺ肋ｏ〃 Ｂ〃２曲ＰｏＺ伽３ １８８ぴ１９８９Ｍ
ｅｔｈｕｅｎ，ｐｐ５５２－３，５６２－６

　２４）　Ｃ刎五５８９すｐｐ．２８－３０，３７ｉ４２，９２；Ｃ舳五５９０５，ｐｐ．９－１１，５４；Ｌ
ｏｅｂ１
，ｏか机，Ｐｔｓ

　　皿 一ｃｈａｐｓ ４＆５ ，ｍ－ｃｈａｐｓ１＆２ ，Ｇａｒｓ１ｄｅ，ｏ少〃
，ＰＰ２５７－８ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク〃 ，

　　ｐ９６ ，Ｋ　Ｃ　Ａｐｐ１ｅｙａｒ
ｄ， Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　Ｓｐｏｎｓｏｒｅｄ　Ｆａｃｔｏｒ１ｅｓ，■ｏ〃閉〃げ〃３Ｒｏツ〃

　　８０６２吻げルな，Ｊｕｎｅ３０１９３９，ｐｐ８４４－６３ｃｆ
，Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａｌ　Ｅｓｔａｔｅｓ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ

　　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ　ｆｏｒ　Ｅｎｇ１ａｎｄ（１９６０ｃａ），Ａ〃１〃炉ｏ４〃６加ｏ〃なｏ１〃４郷な７刎Ｚ１１：５勿蛇５０〃４

　　 ７ん
３〃ｏ〃なん３ツ戸伽ツづ〃 ム０６”〃ｏ〃９ブ１〃

３〃３な（１ソ１）ｏ〃６ツゴ〃１云ブ〃”ゴ〃，ＰＰ
．２２－９

　２５）　Ｃ閉ゴ５０９ｑ　ｐＰ１２－１６（“Ｔｒａｄｍｇ　Ｅｓｔａｔｅｓ” ａｎｄ “Ｆｍａｎｃｅ　ｆｏｒ　ｎｅｗ　ｏｒ　ｅｘｐａｎｄｍｇ

　　Ｉｎｄｕｓ位１ｅｓ”）

　２６）　Ｌｏｅｂ１，功．６批， ＰＰ
．１２８－３１；Ｐｉｔ丘ｅ１ｄ

，功．６北， Ｐ．
４３８

　２７）Ｌｏｅｂ１，ｏク〃”ＰＰ１３２
，１４６－７ ，Ｇａｒｓ１ｄｅ，ｏク６〃 ，ＰＰ２５９－６９ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ〃〃 ，

　　ｐ９５ ，Ｒａｎｄａｌ１，ｏ少６〃 ，ｐｐ２０－１ ，Ｐ
１ｔ丘ｅ１ｄ

，ｏクｃ〃，， ｐｐ４３８－９

　２８）　Ｇａｒｓ１ｄｅ，ｏ〃伽
，ＰＰ２６０－１ ，Ｌｏｅｂ１，ｏ〃６〃 ，ＰＰ１４７－８

　２９）　Ｇａｒｓ１ｄｅ，ｏ戸６〃 ，ＰＰ２６１ ，Ｌ
ｏｅｂ１
，砂 ６〃 ，ＰＰ１３２－３

　３０）　Ｃ刎４５８０８，Ｐａ肘Ｉ－Ｉｎ位ｏｄｕｃｔ１ｏｎ，Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｒｅｖ１ｅｗ　ａｎｄ　Ｒｅｃｏｍｍｅｎｄａｔ１ｏｎｓ（ＰＰ

　　１－１４）

　３ｉ）　Ｇａｒｓｌｄｅ，ｏ〃〃
，ＰＰ２６１－２ ，Ｌｏｅｂｌ，砂 ６〃 ，ＰＰ１３２－３

３２）Ｇａｒｓ１ｄｅ，功〃
，ＰＰ２６２－３ ，Ｌｏｅｂ１，砂 ６〃 ，ＰＰ１３４－８ ，ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏｐ　ｃ１ｔ ，Ｐ１０２

３３）Ｍｍ１ｓ血ｙ　ｏｆ　Ｌａｂｏｕｒ（Ｍａｒｃｈ１９３７），８肋舳舳け比伽９〃ｏ 助３６〃ル伽肌Ｚ〃
　　加ｇ〃６刎ｏ閉〃〃刎ｏ〃 〃伽６〃Ｒ３５０〃〃ｏ〃エｏ 加仰ｏ少０５〃， Ｃｍｄ．５３８６，ｐｐ．１１

　　　この白書は，１９３７年特別区域修正法案を原案通り成立させることを意図し，結

　　論部分で法案の骨子を事実上説明する前提として，３７年１月迄の特別区域の状況 ，

　　 コミッシ ョナーの活動実績を報告するとともに再軍備計画の一環として特別区域

　　での陸海空軍諸省の政府軍需工場の建設，民問企業への軍需発注や政府金融によ

　　る設備拡張等の中央政府の直接の施策を指摘し，雇用情勢が改善されつ二 あるこ

　　とを誇示しようとしたものである，と思われる 。

　３４）　Ｇａｒｓ１ｄｅ，ｏク６〃 ，ＰＰ２６２－３
，Ｌｏｅｂ１

，ｏ〃６〃 ，ＰＰ１３８－４０

　３５）　Ｌａｂｏ皿Ｐａｒｔｙ’ｓ　Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｏｆ　Ｅｎｑｕ１ｒｙ　ｍｔｏ　ｔｈｅ　Ｄｅｓｔｒｅｓｓｅｄ　Ａｒｅａｓ，１〃舳刎

　　Ｒ¢ｏ〃Ａ〃ｏ帥舳舳げ１舳舳３吻な３ ん肋〃，Ｊａｎ２７．１９３７　労働党は，この中

　　間報告の中で，スチ ュアート勧告を念頭に置いて，０特別区域に直接責任を負

　　う閣僚の任命，　特別区域の拡大，（３）地方行政府への特別補助金の交付，＠新

　　産業立地規制，　ＳＡＲＡの改革 ．（長期 ・低利融資），＠国営産業団地の拡大と

　　特別区域内分散たど，を政府と議会に提案した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７８）



　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　２９１

３６）　Ｇａｒｓｉｄｅ， ｏか ６机，ＰＰ－２６３－４；Ｌ
ｏｅｂｌ
，功．６加， ＰＰ．１４０－１；ＭｃＣｒｏｎｅ，砂．６机， Ｐ． ９７；

　Ｂｒｏｗｎ，砂 ６〃 ，ｐ２８５ ，Ｒ
ａｎｄａ１ｌ
，砂 ６〃 ，ｐ２１

３７）　
‘‘

Ｓｐｅｃ１ａ１Ａｒｅａｓ（Ａｍｅｎｄｍｅｎｔ）Ａｃｔ１９３７”（１Ｅｄｗ８＆１Ｇｅｏ６），Ｓｅｃｔ１ｏｎ

　５一（２）

３８）　２年の時限立法の１９３７年特別区域修正法のその後の経緯を指摘しておくと ，

　１９３８年６月 ，省庁問委員会の勧告を受けて閣僚委員会は一旦３９年３月で満了させ

　る決定をしたが，その後，経済情勢の悪化を受けて１年延期された。さらに，結

　局，１９４５年産業配置法（Ｔｈｅ　Ｄ１ｓ血１
ｂｕｔ１ｏｎ　ｏｆ 　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ａｃｔ　ｏｆ１９４５）の成立まで

　延長された。（Ｌｏｅ
ｂ１
，ｏか泓

，１４２－３）

Ｉ－３　１９３０年代における地域政策の成果と政策史的意義

　第１章の締め括りとして，１９３０年代の形成期における地域政策の成果と今日

の視座からその政策史意義を確定しておくのか至当てある，と思われる 。

　１９３４～３８年におけるイ／グラノド，ウヱールズ及びスコットラ１／ドの特別区

域の被保険労働人口は約１３０万であり ，グレート ・ブリテン全体の９～１０％で

あっ た。 この間にグレート ・ブリテンの被保険労働人口は約１００万人増加する

一方で，特別区域では横這いだったのは後述するように労働者の域外流出によ

るものである。同時に，この期間の特別区域の失業考数は，概数で，４３．７万人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
［〉４０．Ｏ万人 ［〉３３．６万人 〔〉２９．１万人 ［〉２９．６万人と推移した。こうした現実に

地域政策はどのように寄与したのであろうか？

　そこで，１９３４年末から開始されたイギリスにおげる地域政策による第２次欧

表Ｉ－３　地域政策による特別区域の失業減少に関する推計　１９３４～３８年（単位／人）

スコットランドイングランド＆ウェールズ合計

労働者移動 ホ　　７，７７４（４
，３５３）

新工場雇用 ＃　　４，５４６（６
，１３７）

公共事業等 十　　１０，１６７（１３
，７２６）

合　　　計

９０，７５９　　（　４５ ，２３３）

１５ ，６３０　　（　２１ ，１０１）

４０，３４１　　（　５４ ，４６０）

９８，５３３　　（　４９ ，５７８）

２０，１７６　　（　２７ ，２３８）

５０，５０８　　（　６８ ，１８６）

２２ ，４８７　　（　２４ ，２１６）　　　　　１４６，７３０　　（１２０，７８６）　　　　　１６９，２１７　　（１４５ ，００２）

備考）括弧内は漏れと所得乗数効果で調整された推計値

　　　＊　労働移動局の施策が地域政策に含まれる 。

　　　＃　新工場雇用は，各種融資 ・国営産業団地（租税優遇措置等を含む）政策により新設された工場雇用

　　　十　特別区域基金により執行された公共事業

資料）Ｗ．Ｒ．Ｇａｒｓｉｄｅ，伽榊服舳〃ｏツ舳刎１９１９－１９８９，ｐｐ
．２６９－７０（Ｔａｂｌｅｓ１０＆１１）

（７７９）



　２９２　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

州大戦勃発前年の１９３８年までの特別区域におげる失業減少効果を推計したのが ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
表Ｉ－３である。この推計数値はいくつかの前提をおいて最大値を計算した５

カ年の直接累積値（括弧内は参考値）である。約１０万人の労働者移動数はいわは

被保険労働者の増加をほ１ 相殺するものと推定され，上記の失業者の推移は基

本的にそれ以外の要因から説明されるへきてあろう 。４年間の１４万人の減少の

うち約３万人が コミッショ ナー基金による新工場雇用（約２万人 ：３７－８年に集

中）及ぴ公共事業（約５万人年平均１２～１３万人）であり ，残りの約１１万人はこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
れ以外の要因によっ て説明されるへきである 。

　ところで，１９３７～３８年のイギリスはアメリカの（１９２９年恐慌の）後産恐慌の

影響を受げて再不況に陥ったか，この不況の失業に対する地域的影響は「南

部」諸地域に強く ，全国被保険労働者の９．８％を占める特別地域全体の全国失

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
業者増に対する寄与率はその６０％相当の５．８％に留 った（表Ｉ－２を参照）。 これ

は， 表Ｉ－４が示唆しているように，表Ｉ－３におげる新工場雇用は１９３７～３８年 ，

特に１９３８年に集中しており ，その雇用効果を反映したものである。すなわち ，

全国に占める特別区域における工場新設比率は１９３６年まで１～２％前後に留ま

っていたが，コミッショ ナー基金による国営産業団地の第１次工場竣工と入居

が開始された３７年の４．４％をステ ッブに３８年には被保険労働者の対全国比率の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
２倍に近い１７１％に跳ね上かった事実を反映したのである。換言すれば，地域

　　　　　　　表Ｉ－４　特別区域における工業開発　１９３２～３８年

工場新設数
１９３２ １９３３ １９３４ １９３５ １９３６ １９３７ １９３８

サウス ・ウェールズ １ １
一 一 ｉ

５ １９

西カソパーラソド 一
１ ２

一
１
’

２

北東イソグラソド ７ ６ ５ ２ ５ １４ ２６

スコットラソド ７ ３ ６ ２ ６ ４ １４

特別区域新設総数 １５ １１ １３ ４ １２ ２３ ６１

〃　閉鎖総数 １２ １０ ２２ ５ １０ ６ １３

〃　拡張数 ６ ２ ３ ８ ５ ４ ６

グレート ・プリテンの新設総数 ６３６ ４６３ ４７８ ５１４ ９４２ ５２２ ４１４

内特別区域（％）
２． ３ ２． ４ ２． ７ ０． ８ ２． ２ ４． ４ １７ ．１

内Ｇ ロソドン（％）
４１ ．０ ４７ ．１ ４９ ．２ ４１ ．８ ４７ ．３ ３９ ．１ ４０．６

資料）Ｇ．ＭｃＣｍｍ，Ｒ勿ｏ舳げｏ伽ツ加〃伽づ仏１９６９，ｐ
．１０１

（７８０）



　　　　　　　　　　現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林）　　　　　　　２９３

政策が多少の成果をあげ始めた直後の１９３９年に第２次欧州大戦が勃発し，地域

政策は十分に展開されることなく戦時経済に移行してしまっ た， ということが

できる 。

　扱て，表Ｉ－５で示されているように，４年余に亙るコミッショ ナー基金と

しての支出計画額１，６７７万ポソト（議会承認総額１，６００万ポノト）のうち１９３８年９

月までの執行推定額は８５０万ポソドに留まり ，またＳＡＲＡ，ＳＡＬＡＣ及びナ ッ

フィールド信託の融資可能上限額は５００万ポ１／ドに達しただけである。中央政

府の財政支出（予算）総額が１９３４年度の７．７１億、ポンド ，３７年の８．９０億、ポンド
，

　　　　　　　表Ｉ－５　特別区域 コミッショ ナー基金の支出計画額の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９３４年１２月～１９３９年３月　（単位／１０００ポ ンド）

支出項　目 支出額 支出項　目 支出額

産　　業 農　　業
港湾 ・埠頭開発 ５５４ ・」・

保有制度（協同農場 ・家屋付農場 ３， ０８２

産業用地の改善 ・整備 ４１２ を含む）

産業団地 ・工業用地
４， Ｏ０５ グループ保有制度 １３３

開発委員会 ３４ 市民菜園助成制度 ２３

財政的刺激誘因 １００ 土地 ・広場排水事業 ２２

そ　の　他 ４７ ・」・

　　計
３， ２６０

小　　　計
５， １５２ ポランタリィ（地方アメニティ）事業 ５９

保　　健 その他の杜会改良施設

病院，妊婦 ・児童福祉センター
３， ０２３ 隣保事業 ・職業クラブ ７５

地区育児 ・救急サ ービス ６７ 婦人 ・青年向ソシャルワーク ２１９

浴　　室 ９８ 学童ホリデ ィ・ キャノプ ３８８

上水道
１７５ 教育活動 ・図書館サ ービス ７４

下水道 ・下水処理
２， ２７７ コミュニティ ・センター ユースセン

３９

街路事業 ４００ ター ユースホステル

そ　の　他 ７２ そ　の　他 １１０

小　　計
６， １１２ 小　　　計 ９０５

住　　　宅 そ　の　他 １２０

佛北東庄宅協会
１， １４５

そ　の　他 １７

合　　　　計 １６，７７０

小　　　計
１， １６２

備考）０　イングランド＆ウェールズ担当 コミッショ ナー の報告書に記載された支出計画額であるが，スコッ
　　　　トランドを含む総支出計画額の概要である 。

　　　　この表は，１９３８年９月現在，支出執行済の８５０万ポンドを含む 。
資料）丁加５〃Ｒ砂ｏｒエｏ〃加Ｃｏ榊加５５ゴｏ〃げｏｒ 肋３ ８仰ｃ〃ル３０３加〃ｇＺ伽３＆肌ル５， Ｄｅｃ１９３８，Ｃｍｄ．５８９６ ，
　　Ｐ．９２

（７８１）



　２９４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３９巻 ・第５号）

　　　　　　　　　４４）
３８年度の９．０９億ポンドと比べていかに僅少であるかは明白であろう 。こうして ，

１９３８年末の特別区域の平均失業率がなお２２．８％という高水準を維持したのであ

る。

　他方で，地域政策以外による１９３４～３８年までの１１～１４万人の失業減少の大部

分は１９３５年から開始されたイギリスの再軍備計画による軍需発注によるもので

あっ た。 国防支出は，１９３５年に１．３９億ポンド，３７年の２．４４億ポンドさらに３８年

に３．５３億ポンドヘと急増した。１９３５～３８年の再軍備（国防）支出はイギリスの

民間雇用増加分の約８１％（＝１００万人超）を創造した，といわれる。そして，国

防支出のうち特別区域への発注比率は１９３５年度の１２％，３６年度に２７％に急上昇

し， さらに３７年度上半期に３１％に達したのである。特別区域は西カンバ ーラン

ト（単独の炭鉱地帯）を除いて重工業地帯であり ，軍需発注の受け皿区域である 。

したがって，特別区域へのこうした軍需発注比率は当然の結果であるが，同時

に， 「南部」諸地域での国防生産の設備 ・労働カヘの圧力を緩和しようとした

ものである。それにも拘らず，第２次欧州大戦勃発まで失業率が全国平均で一

貫して１２％を越え特別区域で２０％以下にならなかったのは，イギリス政府と議

会の多数が１９２０年代まで確立していた「自由放任」のイデオ ロギ ーに固執し３０

年代にプラグマティクな干渉を展開したが，自由党やＪ．Ｍ．ヶインズ等経済学

者による提案 ・勧告 ・助言に耳を傾けはしたがほとんど容認せず国防支出を除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
いて財政均衡を維持しようとした結果であ った 。

　かくして，失業率の推移とその減少の構成要因の見地から，１９３０年代の形成

期におげる地域政策はいわば目に見える実質的政策効果を挙げたとはいいえな

い， と思われる。その政策史的意義はむしろ中央政府 ・議会に地域問題の存在

を認知させ，その解決のために地域差別的助成や産業立地政策の必要性を提起

し， 戦後の新しい段階を準備したという事実にあ った，といえるであろう 。こ

の点で，イングランド＆ウェー ルズ担当初代 コミッショ ナーのスチ ュアート卿

　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
のイニシアティブは極めて重要であ った 。

　３９）　Ｃ刎五４９５Ｚ　Ｐ．９４；Ｃ刎五５０９ｑ　ｐ．１０３；Ｃ刎五５３０８，Ｐ．１８２；Ｃ刎五５８９¢ＰＰ

　　　９４－５；Ｃ刎ａ５９０５，ｐ．７９

（７８２）



現代イギリス地域政策の段階と特質（１）（若林） ２９５

４０）　 ｃｆ．Ｇａｒｓｉ（１ｅ，ｏか６北， ＰＰ
．２６８－９（ｆｏｏｔｎｏｔｅｓ　ｏｆ　Ｔａｂ１ｅｓ１０，１１）

４１）表Ｉ－３の括弧内の数値により考察すれぱ，労働者移動数の半数の約５万人の

　大部分か出立地に帰還し，他方で新工場雇用と公共事業の所得（雇用）乗数効果

　により約２．５万人の追加雇用が可能とな ったいう計算になる。その結果，１３～１４

　万人の失業減少を本表で掲示されたのとは別の要因で説明されるべきことになる 。

４２）　Ｇａｒｓｉｄｅ， ｏ少 ６批，ＰＰ．２７１

４３）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏク〃
，ＰＰ１ＯＯ－１ ，Ｂｒｏｗｎ，ｏク６〃 ，Ｐ２８５ ，ＭｃＣ

ａ１１ｕｍ
，ｏ少６〃 ，Ｐ５

４４）ｃｆ．Ｂ．Ｒ．Ｍｉｔｃｈｅ１１＆Ｐ．Ｄｅａｎｅ（１９７１），〃３肋６之 げＢブ桃んＨ〃ｏブ加Ｚ８倣ゴ５伽，

　Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｃｈａｐ　ＸｌＶ（Ｐｕｂ１１ｃ　Ｆｍａｎｃｅ）

４５）　Ｇａｒｓｉｄｅ
，ｏか６

批， ｃｈａｐ１３（Ｎｅｗ　Ｄｅａ１ｏｒ　ｎｏ　ｄｅａ１？Ｆｉｓｃａ１Ｐｏｌｉｃｙ　ａｎｄ　ｔｈｅ

　ｓｅａｒｃｈ　ｆｏｒ　ｓｔａｂ１１１ｔｙ，１９３０－３９） ，Ａ，Ｂｏｏｔｈ（１９８９），Ｂｒ伽曲Ｅ６０〃ｏ舳６ Ｐｏ伽ツ

　１９３１－４９ 二Ｗ伽ｎ舳ｏ　Ｋ６ツ舳加〃Ｒ舳１〃ｏ〃，Ｈ
ａｒｖｅｓｔｅｒ　Ｗｈｅａｔｓｈｅａｆ，Ｐｔ

　Ｏｎｅ： Ｔｈｅ１９３０ ｓ．

４６）ＭｃＣｒｏｎｅ，ｏ声泓，ＰＰ
．１０１－２；Ｂ

ｒｏｗｎ，ｏ声泓，Ｐ．２８５；Ｇ
ａｒｓｉｄ

ｅ， ｏ戸 ｃ批，Ｐ．２７３－４；

　Ｌ
ｏｅｂ１
，ｏ戸６批，ｐ．１４１

付記 ：本稿執筆に関わり ，１９８６～８８年のイギリス留学中に資料文献蒐集のため本稿で

　　参照した文献の著者でもあるＨ．ローブル博士（ニ ーカ ッスル大学客員講師）

　　には大変ご尽力を頂いた。記して謝意を表したい。ローブル博士は１９３９年ドイツ

　　からイギリスに亡命したユダヤ人産業家の子息で，父親は最初のティーム渓谷産

　　業団地で重電機工場を経営し，ご本人は ニューカ ッスル大学で電気工学を学びこ

　　の企業を隆盛に導いた人物である 。

　　　　（本稿は，１９８９年度立命館大学個別研究助成による研究成果の一部である）

（７８３）




